












































































































ぞれ 2.59 と 2.61 となっている。どちらも 0 から










政治知識量 05 2.59 1.728 1397
政治知識量 07 2.61 1.718 898
政治関心レベル 05 3.00 0.862 1389










































と，2005 年時点では 3.00 で 2007 年時点では 3.06








も相関が高い 2 変数は，2005 年の政治知識量と
2007 年の政治知識量であり，次いで 2005 年の政
治関心と 2007 年の政治関心である。相関係数は

































識 は 獲 得 で き な い と い う こ と で あ る。Delli 
Carpini and Keeter (1996) において政治知識は
「政治について，思い出すことができる正確な認
知」と定義され，広く一般的に用いられている



































































































































































































がない」に 1 を与え 4 点尺度とした。また，政治
知識量に関しては，それぞれの項目を足し合わせ
































（式 5 から式 12）。式中の 05 及び 07 は調査年を
表し，関心（観）・関心（潜）はそれぞれ政治関
心のうち観測変数・潜在変数を表す。また，政治









（β5 と β10）に 1 を代入しいている。
①構造方程式
　知識 07=α1 ×知識 05+α2 ×関心 05+d1（式 1）
　関心 07=α3 ×知識 05+α4 ×関心 05+d2（式 2）
②測定方程式
　裁判員 05 = β1 ×知識 05 + e1（式 3）
　戦争放棄 05 = β2 ×知識 05 + e2（式 4）
　三審制 05 = β3 ×知識 05 + e3（式 5）
　連帯責任 05 = β4 ×知識 05 + e4（式 6）
　関心 05（観）= β5 ×関心（潜）05 + e5（式 7）
　裁判員 07 = β5 ×知識 07 + e6（式 8）
　戦争放棄 07 = β7 ×知識 07 + e7（式 9）
　三審制 07 = β8 ×知識 07 + e8（式 10）
　連帯責任 07 = β9 ×知識 07 + e9（式 11）



















　分析結果は表 3 と表 4，適合度に関する情報は
表 5 にまとめた。
　まず，表 3 は各潜在変数間の関係を示してい












































“ 獲得コストの差 ” が強く表れた可能性を示すも
表 3　構造方程式における推定結果
標準化係数
知識 05　→ 知識 07 0.848　***
知識 05　→ 関心 07 0.115　*
関心 05　→ 知識 07 0.051   　
関心 05　→ 関心 07 0.492　***
*** : p<0.001   ** : p<0.01   * : p<0.05
表 4　測定方程式における推定結果
標準化係数
知識 05　→ 裁判員 05 0.257　***
知識 05　→ 戦争放棄 05 0.665　***
知識 05　→ 三審制 05 0.489　***
知識 05　→ 連帯責任 05 0.517　***
知識 07　→ 裁判員 07 0.361　***
知識 07　→ 戦争放棄 07 0.647　***
知識 07　→ 三審制 07 0.412　***


































































田大学政治経済学術院教授）によって，2005 年 11 月，
2007 年 2 月に実施された 2 波のパネル調査である。
 3 政治関心を測定する項目で，2 波に共通するものが 1
項目しか入っていないことが問題として挙げられる。こ












 5 2005 年 11 月調査における有効回答者数は 1397 人，





e2 と e7，e3 と e8，e4 と e9）には相関を認めている。
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　　（ア）第 1 条（イ）第 9 条（ウ）第 17 条（エ）第 31 条
政治知識（三審制）：判決に不服のある人は，上級の裁判所に改めて訴えを起こすことが認められていますが，日
本では現在，最大何回まで裁判が受けられると思いますか。











　　（ア）3 年（イ）4 年（ウ）5 年（エ）6 年
政治知識（小選挙区定数）：衆議院選挙では，小選挙区当選議員として何人の議員が選出されることになっている
と思いますか。
　（ア）200 人（イ）250 人（ウ）300 人（エ）350 人
　政治知識（比例区定数）：では，比例代表区では何人選出されることになっていると思いますか。
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